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従来の大量生産・大量消費・大量廃棄のモデルから、モノを長く使い、廃棄物を資源に循環するモデルへの転換

石油由来

SIP
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【背景】プラスチック汚染に関する法的拘束力のある国際文書（条約）

環境に流出して回収が困難なポリマーが海洋を汚染

農業資材（肥料被覆材など）、タイヤの摩耗粉、
漁業資材（釣り糸、漁網、ブイ、発泡スチロースなど）を

海洋生分解性ポリマーに置き換える必要

南予地域だけで、軽トラック
32,000台分の漁具由来のプ
ラゴミが海岸に打ち上がり、
マイクロプラスチックの発生
源となっている（愛媛県）。

2023年11月13-19日 日本代表団（外務省、経済産業省、水産庁、環境省）
第３回政府間交渉の結果概要
・一次プラスチックポリマーの生産制限
・懸念のある化学物質・ポリマー・問題のあるプラスチック製品の規制
・2040年までの追加的汚染をゼロにする（日本の主張）
・テーマ2「海洋及び海洋環境」の中で、我が国の関連する取組（環境中
プラスチックのモニタリング手法国際調和・データベース開発、自治体
連携、漁業者連携による海洋ごみ回収促進・各種マニュアル策定、代替
素材開発支援等）の紹介

・ 2022年11月〜2024年末までに5回開催され、国際文書（条約）の策定
に係る作業の完了を目指す

プラスチック汚染を終わらせる！
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【背景】再生プラスチック需要の増加

■ 欧州ELV（使用済自動車）指令
2022年6月3日、欧州委員会はELV指令の改正案の作成を公表し、意見募集を開始した1)。
2023年7月13日には欧州委員会による提案書（改正案）にて、新車への再生プラスチック利用目標率25%(2030年)が提案された2)。

■欧州の各自動車メーカーは、ELV指令改正案の発表を念頭に、新車への再生プラスチック利用率目標値として、
2025年までに20～25%、2030年までに30％の目標を設定している3)。
（例：Fordは2025年までに20%、Volvoは25%を目標に設定）

1) Supporting the Evaluation of the Directive 2000/53/EC on end-of-life vehicles final report (2020)
2) Proposal of regulation of the European parliament and of the council(2023)
3) Roadmap to increase Recycling of Auto Plastics from End-of-Life Vehicles in Canada (2022)

再生プラスチックは将来的に供給不足に陥る
 乗用車国内生産量：約800万台（コロナ前水準）
 1台あたりのプラスチック使用量：約150kg
 再生プラスチック利用比率：25％（2030年度想定）
自動車業界の再生プラスチック需要量：30万トン（2030年）
＞ ＞自動車由来再生プラスチック供給量：4万トン（2020年）

今後、Car to Carの水平リサイクルのみでは需要に追い付かなくなる

動静脈連携・高度分別/供給(モノマテ化)・データ集積/連携
 サーキュラーエコノミーに適応したビジネスモデルへの移行促進を目指す
 素材メーカーとリサイクラーの動静脈連携により、高性能・高品質な再生プラス

チックを安定供給するモデルを確立する
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Cool Earth Clean Earth

地球温暖化 海洋プラス
チックごみ

プラネタリー

バウンダリー※

窒素化合物

ムーンショット目標４

地球環境再生のために、持続可能な資源循環の実
現による、地球温暖化問題の解決(Cool Earth)  と環
境汚染問題の解決(Clean Earth)  を目指す。

• 対象物質を回収し有益な資源に変
換する技術

• 対象物質を分解または無害化する
技術
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ムーンショット型研究開発事業

PM 伊藤 耕三（東京大学大学院教授）
副PM 吉江 尚子（東京大学生産技術研究所）

参画機関
【アカデミア】東大、九大、名大、山形大、RITE、産総研、愛媛大、東工大、京
都工繊大、神戸大、大阪市大、信州大、長岡技科大、CERI
【産業界】三菱ケミカル、ブリヂストン、帝人、帝人フロンティア、クレハ

非可食性バイオマスを原料とした
海洋分解可能なマルチロック型
バイオポリマーの研究開発
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分解性とタフネス（強靭性・耐久性）の両立

環境分解のメカニズ
ムが未だに十分解明
されていない

環境分解性とタフネス
（強靭性・耐久性）の

両立が困難
分解性とタフネス（強靭性・耐久性）を
両立するマルチロック型バイオポリマー
使用時には分解を抑えてタフネスを保ち、環
境中に誤って拡散した際には迅速なオンデ

マンド分解を実現

従来技術の問題点

回収できないプラゴミ、タイヤ摩耗粉、繊維くず、漁具などが地球環境にとって深刻な
問題

分解性

タ
フ
ネ
ス

革新的概念による
理想の材料

次世代の我が国の
製造業を支える
材料開発力の醸成

産官学に渡る世界最高レベル技術（分子合成、バイオ・成形プロセス、構造解
析・物性評価、シミュレーション、海洋動態・生分解評価）を結集した圧倒的

な材料開発力

マルチロック型：分解に複数の条
件（分子構造、光、水、酸素、塩、
酵素、微生物、）を必要とするこ
とでスイッチング機能を実現

使用時は丈夫で、誤って廃
棄されたとき海洋などでも
すぐに壊れて自然環境下で
最終的に水とCO２に還元

理想的なポリマー

非可食性バイオマスを原料とすることも重要！
Clean & Cool

Earth
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プロジェクト構成・体制（2021/1～）

材料化
E1班：マルチロック分解
吉江 (東大)、伊藤耕 (東大)
岡崎 (東大)、鈴木 (東大)

E3班：合成・プロセス
上垣外 (名大)、伊藤浩 (山形大)
乾 (RITE)、佐藤浩 (東工大)
佐藤絵 (阪市大)、高坂 (信州大)
笠井 (長岡技科大)

PM

A:プラスチック
三菱ケミカル

B:タイヤ
ブリヂストン

C:繊維
帝人,帝人フロンティア

D:漁網
クレハ

■我が国最高レベルの産学官の叡智を結集
(高分子化学、バイオ工学、有機合成、成形加

工、シミュレーション、海洋工学のスーパース
ターを招集)

■企業は当初からマッチングで参加

企業：5機関、アカデミア：14機関

E4班：海洋分解
森田 (産総研)、日向 (愛媛大)
菊地 (CERI)

横断的共通課題 E

E2班：構造物性評価
高原 (九大)、松野 (九大)

  佐々木 (京工繊大)、佐藤春 (神大)

Moonshot
伊藤ＰＪ

アドバイザー
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研究開発体制図（マトリクス運営）
Aプラスチック
三菱ケミカル

TL 楠野篤志

B タイヤ
ブリヂストン

TL 浜谷悟司

C 繊維

帝人、帝人フ
ロンティア

TL 山本智義

D 漁網
クレハ

TL 正木崇士

E 共通課題
アカデミア

TL 伊藤耕三

E1:マルチロック分解
東大

E2:構造物性評価
九大、京都工繊大、
神戸大

E3:合成・プロセス
名大、山形大、
RITE、東工大、
大阪市大、信州大、
長岡技科大

E4:海洋分解
産総研、愛媛大、
CERI

・A〜Ⅾは競争領域（クローズ）、Eは協調領域（オープン）
・１つの企業が多数のアカデミアと同時に共同研究を実施（産学ともに相乗効果）
・企業とアカデミアの組み合わせは開発ステージによって柔軟に変化（常に最適化）

Moonshot
伊藤ＰＪ

スピンアウト
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スイッチ機能
マルチロック：分解に複数の条件（コポ
リマー、動的架橋、超分子、添加剤、光、
水、酸素、塩、酵素、微生物・・・）を
必要とすることでスイッチング機能を実
現（実使用環境下では分解せず、海中ま
たは海底で速やかに分解）

■NEDO方針

・クールアースの研究課題
現状実現できていない機能（生分解のタイミングをコントロール
する機能、多様な海洋環境でも適切に分解する機能、分解による
中間生成物も含めた生物への安全性等）を付加すること。

・スイッチ機能の例示（まだ研究段階であり、社会実装の例はない）

ポイント制御

スピード制御

・コポリマー＋添加剤、水、海洋微生物、その他（光など）
分解ユニットの導入（企業T、名大、東工大、信州大、大坂市大）

・酵素＋海洋環境
酵素（企業T、 RITE、長岡技科大）

・添加剤＋光、塩、海洋微生物
クラスター触媒（東大）、ポリロタキサン（企業T、東大）

・動的架橋＋水 and/or 海洋微生物
水素結合（企業T、東大）
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MS伊藤PJ
E3-1班による合成・分解技術開発のまとめ

結合

アセタール結合
ヘミアセタールエステル結合
チオアセタール結合
チオエステル結合
エーテル結合
チオエーテル結合
シロキシ結合
カーボネート結合
アルコキシアミン結合
アミナール結合
共役エステル結合
ペルオキシ結合
ジスルフィド結合

化学構造
スイッチ
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導入ポリマー例

ポリエステル
ポリエステル、ポリ酢酸ビニル、ポリメタクリレート
ポリビニルエーテル、ポリアクリレート、ポリイソプレン
ポリアクリレート、ポリイソプレン
ポリ酢酸ビニル
ポリアクリレート、ポリ酢酸ビニル、ポリスチレン
ポリエステル
ポリビニルエーテル
ポリスチレン、ポリイソプレン
ポリアクリレート
ポリエステル
ポリジエン
ポリメタクリレート
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MS伊藤PJ

高分子サーキュラーエコノミー標準
データベースの研究開発 東京大学 岡崎 進

高分子生分解データの一例（CERI提供）

海洋生分解性試験 多次元データへの対応

1000サンプルを超える海洋生分解性試験結果のデータベース化

最先端タグツリー形式によるデータ管理

分野を横断したデータの収集

入力ソフトを完成、クラウド上にシステムを構築

データプール

タフ化タグ
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通常架橋ジエンゴム

生分解速度
飛躍的向上

動的架橋を用いた分解とタフ化の両立技術

【物性試験結果】 【海洋生分解試験結果】

分解可能な可逆結合導入したゴムの開発に成功。破壊強度2倍以上、生分解速度10倍以上を達成

アカデミア連携でエネルギー散逸によるタフネス化できる
可逆結合を拡張し、タフネス化コンセプトを保ち、海洋
で分解可能な結合を設計

【散
逸
エ
ネ
ル
ギ
ー
量
】

【歪、歪速度】

目指す方向

従来の材料技術

燃費特性 破壊特性

破
壊
物
性
に
関
係
す
る
指
標 High Toughness

Degradable

• Energy dissipation

• Easily decrosslinked

Crosslinked Polymer Design:

• Reversible crosslink
• Degradable crosslink

Alternative crosslink

MS伊藤PJ
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強靭性と海洋生分解性を両立した釣り糸用繊維の開発

日本経済新聞 朝刊 2022年12月9日

研究開始時点

実用可能な強度を有し、通常使用環境下では分
解がきわめて遅く、糸が切れて海洋中で沈んだ場
合には、速やかに分解する釣り糸の開発に成功
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・企業とアカデミアの共同研究が進展し、アカデミアの成果の企業での活用が進んだ結果、社会実装に向けて研究開発が順
調に進捗し、2024年度目標は十分に達成されている。特にスイッチ機能の中でもスピード制御については、企業とアカデミ
アが連携して開発した様々な技術によって大きな進捗が見られており、実用化に近い段階まで制御が可能になってきている。

・愛媛県で、実海域の大規模（サンプル数1,000件以上）フィールド試験を実施した。得られた膨大なデータは、データベースに
集積する。

・三菱ケミカルではPBS系において、添加剤の混練によって分解性が大幅に加速することを確認した。またポリロタキサンの
添加により、 破断伸び２.3倍、引き裂き強度が５倍程度、海洋生分解性が３〜５倍程度、同時に向上した。

・ブリヂストンでは、ブタジエンの共重合化や分解ユニットの導入により、生分解性の10倍以上の向上を達成した。また海洋環境
中で分解する可逆結合導入ゴムを開発し、破壊強度２倍以上、分解速度10倍以上の両立に成功した。

・帝人では、海洋生分解性を有し、実際に使用可能な強度を有するPET系繊維の開発に成功した。実用化に近い段階まで進
んだことから、2023年度末でスピンアウトした。

・クレハでは、非海洋生分解性釣り糸と同程度の結節強伸度を有し、海洋生分解性を示す釣り糸の開発に成功した。釣り糸
は遺棄後に海底に沈むと分解が加速する。実際に実海洋域でのフィールド試験で、釣り糸の分解性を確認した。

・成果として、論文97報、特許28件、招待講演285件、報道89件などが出ている。

まとめ
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「第３期SIP サーキュラーエコノミーシステムの構築」
についての紹介

プログラムディレクター 伊藤耕三
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社会心理学・社会的認知を専門とする。日本
グループダイナミックス学会・日本社会心理学
会会長を歴任。2018年度日本社会心理学
会出版賞受賞。

1992年 カリフォルニア大学院修了
1992年 名古屋明徳短期大講師
1999年 名古屋大学助教授
2006年 東大助教授
2010年 東大教授

東京大学
唐沢 かおり

サブPD

専門は高分子・複合材の力学モデリング。令
和4年には東北大学よりリサーチプロフェッサーの
称号が付与される。国際複合材料学会におけ
る日本人唯一のECメンバー。

1999年 慶大（院）理工修了
2001年 産総研研究員
2002年 東北大学助教授
2006年 東北大学准教授
2014年 東北大学教授

東北大学
岡部 朋永

サブPD（PMを兼任）

 文部科学省
 経済産業省
 環境省
 デジタル庁

関係省庁

1993年 摂南大学薬学部 修了
2023年 富山大学 学長特命補佐

HARITA（株）
張田 真

サブPD

1985年 京大院・修士修了
1985年 ブリヂストン入社
2015年 常務執行役員
2021年 フェロー

サブPD

総合科学技術・イノベーション会議

CSTIガバニングボード

PD（議長）、サブPD等、関係省庁、研究推進法人、内閣府（事務局）

推進委員会

循環市場の可視化・
ビジネス拡大を支える
デジタル化・共通化

サブ課題 A

資源循環の拡大を促す
動静脈・静動脈連携

サブ課題 B

循環性向上と可視化のため
のプラットフォーム整備

サブ課題 C

サブPD
唐沢かおり 教授
（東京大学）

サブPD
高岡昌輝 教授
（京都大学）

PM（プロジェクトマネージャー）

研究推進法人（環境再生保全機構）

 CLOMA
 J4CE 等

産業界等

タフな高分子材料を発明、大学発ベンチャーを設立、
ImPACT・ムーンショットのPMや高分子学会会長を務める。
高分子分野の世界的権威。

1986年 東大院修了
1986年 工技院研究員
1991年 東大講師
1994年 東大助教授
2003年 東大教授
2014年 ImPACT PM
2020年 ムーンショット PM
2023年 SIP PD
2023年 NIMS フェロー

東京大学/物質・材料研究機構
伊藤 耕三

廃棄物処理・リサイクル分野の技術、システム
の開発を研究。廃棄物資源循環学会の副会
長を務め、本分野の専門家。

1993年 京大院修了
1993年 京大工学部助手
2001年 京大工学博士
2002年 京大工学部助教授
2011年 京大教授

京都大学
高岡 昌輝

サブPD

1992年 東大院修了
1999年 東京都立大助教授
2005年 大阪大教授
2014年 東京大学教授

東京大学
梅田 靖

サブPD

廃棄物中間処理、使用済み自動車、家電等
総合リサイクル企業。経産省 ISO TC323
CE国内検討委員会、小型家電小委員会、
循環経済ビジョン研究会 (2019-2020)の
委員をつとめる。

専門は、ライフサイクル工学、エコデザイン、サー
キュラー・エコノミー。CEの国際規格であるISO
TC323エキスパート、日本LCA学会理事を務
め、本分野の専門家。

基礎研究、製品開発、新規事業開発各部門
の常務執行役員を歴任。その間グローバルで
多くの企業、アカデミア、ベンチャーとの協業を企
画推進。

サブPD
梅田靖 教授
（東京大学）

サブPD
小松秀樹 フェロー
（㈱ブリヂストン）

サブPD
張田真 代表取締役
（ハリタ金属㈱）

PD（プログラムディレクター）
伊藤耕三 教授 （東京大学）

PD

サブPD
岡部朋永 教授
（東北大学）

サブPDがPMを併任

㈱グローバル・ブレイン
小松 秀樹
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循環経済の実現に向けた国家戦略
第１回循環経済に関する関係閣僚会議（令和６年７月３０日（火））

【岸田総理 発言概要】
• 循環経済の実現は、環境面の課題を始め、地方創生や経済安全保障といった社会課題の解決と経済成長を

両立させる新しい資本主義を体現するものであり、国家戦略として取り組むべき政策課題である。
• 資源循環ネットワーク拠点の構築を支援することで、循環経済による産業競争力の強化や経済安全保障の確保

を図る。
• 自動車メーカー等の製造業と廃棄物リサイクル業の事業間の連携促進や再生材の供給利用拡大や循環配慮

設計の推進を図る。
• 企業における循環経済に関する情報開示スキームの構築など、国際ルール形成を主導し、国内外一体となった

取組を加速していく。
• 関係大臣が協力して、これらの取組を具体化した政策パッケージを年内に取りまとめる。

 循環経済の実現を国家戦略として着実に推し進めるべく、「循環型社会形成推進基本計画
に関連する取組を政府全体として戦略的・統合的に行うために開催。

 岸田総理、伊藤環境大臣など関係閣僚を交え、各省庁における循環経済の取組状況や今
後の方向性を議論。

出展：首相官邸ホームページ

令和５年８月10日（木）岸田総理 株式会社HARITAの現場視察

（１）アルミ水平リサイクル 【新幹線 to 新幹線】、（２）家電リサイクル 【前処理】、（３）自動車リサイクル 【選別残渣の再資源化】 等を視察。
岸田文雄 内閣総理大臣（2023/8/10発言）

「循環経済、いわゆる「サーキュラーエコノミー」について、新幹線で使われるアルミを、高品質な部材にリサイクル
して、再び新幹線に活用する先進的な取組や、若手女性社員が活躍する現場を視察いたしました。高い技術を活
かした「地域に密着した資源循環の取組」は、まさに我が国が強みを持つ分野であり、地方活性化の観点からも、
サーキュラーエコノミーの視点は重要であると感じました。

本日の現場視察を踏まえて、資源循環を地方活性化の起爆剤とすべく、関係者を官邸に招いて、サーキュラーエ
コノミーに関する車座対話を今後実施したいと思います。また、９月には、経産省と環境省を中心に、「サーキュ
ラーエコノミーに関する産官学のパートナーシップ」を立ち上げ、地方を中心とした取組を加速させていきます。
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リサイクル サーマルリカバリー 埋立

現状の使用済プラスチックの処理状況

欧州プラスチック戦略 (EU Plastic strategy, 2018.1)
• 2030年までに⾃治体廃棄物のリサイクル率65%,容器包装廃棄物

のリサイクル率75%を達成
• 2030年までに全ての廃棄物の埋⽴率を最⼤10%に削減

 ⇒ 埋立禁止へ
燃やさず、埋めず、プラスチックの循環を目指す

欧州各国及び日本の一般廃プラスチックの処理方法の内訳（2020年）

プラスチック循環利用協会（2022年）

22%

3%

60%

15%

マテリアルリサイクル

ケミカルリサイクル

サーマルサイクル

埋立

国内総排出量 850万トン
（2019年） リサイクル率

28％
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Business
Industry

企業の
行動変容
サーキュラー

調達

市民の
行動変容
サーキュラー

購買

総合地球環境研究所
京都大学  九州大学
大阪大学  北海道大学
筑波大学

東南アジアへの国際展開

ビジネスモデル構築
長瀬産業 ３R財団

サーキュラーエコノミーシステムの構築 実施体制

PLA-NETJ
NEC

相田商会  アミタ  石塚化学産業  いその  富山
環境整備  三井化学  プライムポリマー  メニコン

リサイクラー・コンパウンダーとの連携

ELV規則案対応の実証実験
動静脈産業の連携による課題抽出と

再生材による自動車部品試作の可能性検証

自動車 再生材の品質分析・
品質改善
東北大学

SIPラボ運用・高性能
トレーサー技術開発

NIMS
帝人  三井化学  三井化学
分析センター  プライムポリマー
三菱ケミカル  名古屋工業大学
東京農工大学

山形大学  京都大学
東京大学  相田商会
リファインバース  石塚化学
産業  いその  メニコン

再生材の物性・構造データ等を収集、蓄積した
データバンク構築（再生材データバンク）

循環市場の可視化・ビジネス拡大を支えるデジタル化・共通化

サブ課題A

資源循環の拡大を促す動静脈・静動脈連携

サブ課題 B

循環性向上と可視化のためのプラットフォーム整備

サブ課題 C

回収
STATION

リサイクル
旗艦店

容器包装・一般消費財

エプソン 東北大学
京都大学  竹中工務店
神鋼環境ソリューション

セルロース
複合プラス
チック開発

建築廃材由
来の再生材

開発

繊維 建築

プラスチック回収方法の検証 CE重点分野における研究開発

東レ
アミタ 良品計画

三菱電機
高度分別・選別技術開発

富山環境整備
高品位再生材の製造プロセス開発

高品位再生材の安定供給・再生材利用率の向上

再生材
データバンク

東北大学

自動車部品開発
豊田合成 トヨタ紡織

ELV規則案の対応

データ活用による再生材の
品質向上、グレード認証に
よる信頼性向上ルール形成

要件定義
マッチング
アプリ開発

TNFD
評価手法
の開発

環境情報
・安全性

野村総研 三菱総研 産総研

PLA-NETJ搭載情報の要件定義及びツール開発

旭化成 東京大学 神戸大学
国環研

東北大学
東レ

予測モデル
・最適化

NTTデータ

回収
消費

リサイクル

再生材供給

循環配慮製品
の提供

再生材物性・
トレーサビリティ
情報のインプット

信頼性のある再生材への
アクセス向上、再生材を

活用した製品開発の加速

再生材要求物性のインプット

NEC

プラスチック情報流通プラッ
トフォーム（PLA-NETJ)
基盤構築

PLA-NETJ

PLA-NETJ

東南アジア
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SIP-CEの主な取り組みの進捗状況①：ELV規則案
■目的
「サーキュラーエコノミーシステムの構築」においては、ELV（End of Life Vehicles）規則案
対応のため、自動車部品用途プラスチック再生材の高品質、安定供給が可能なリサイクルシス
テムの構築がSIPの重要課題となっている。
この課題に対し、実証実験にて、部品・製品開発を担う動脈産業と再生材原料の供給とリサイク
ルを担う静脈産業が連携し、課題抽出と再生材による自動車部品試作の可能性を検証する。

■実証実験の狙い
1）種々のポリプロピレンPP（PIR、PCR）再生材、コンパウンド化技術利活用
2）実金型成形による自動車部品試作（速攻及び通常の2種フローで試作）
3）自動車メーカ目標仕様との比較検証（再生材含有率と目標値の相関を解明）
4）再生材原料から自動車部品評価の各工程における課題抽出
5）再生材の高度分析、高品質化検討
6）PLA-NETJへのデータ入力、基礎実装評価

■アドバイザー
トヨタ、日産、本田技研、マツダ、デンソー、豊田通商 豊田合成

グラブ･ボックス

トヨタ紡織
ドアトリム・ロアー

試作自動車部品のイメージ

事業

技術

PIR：製造工程で発生した端材等のリサイクル材
PCR：消費者によって廃棄されたリサイクル材
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■トヨタ紡織
ドアトリム・ロアー

バージンPP(従来品)

再生PP品[25％含有] （試作品）

■豊田合成
グラブ・ボックス

バージンPP(従来品)

再生PP品[25％含有]（試作品）

• 成形性、におい、色相、外観異物、衝撃性能の
目標達成

• 引き続き、耐熱変形試験及び課題抽出中

• 成形性、におい、引張、曲げ等の目標達成
• 引き続き、色相、外観異物、衝撃性能評価及び課
題抽出中

バージンPP(従来品)

980

700

約1,000g
420

200 約780g
単位 mm

ランダムPPが自動車部品として使える可能性が示された

再生PPによる自動車試作部品 技術
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本SIPで開発されるシステムとの連携

マッチング
プラットフォーム

再生材
データバンク

PLA-NETJ（プラスチック情報流通プラットフォーム）のイメージ

フィジカル空間

リサイクル素材

バージン素材

サイバー空間

製品ベンダ

・DATA-EX

・Ouranos 

Ecosystem

・電子マニフェス

ト

・Gaia-X

リサイクル業者

外部連携

PLA-NETJ参照

素材ベンダ

PLA-NETJ登録・参照

マテリアルズインフォマティクス

トラスト

データ管理

アプリ

トラスト

データ管理

アプリ

トラスト

データ管理

アプリ
トラスト

データ管理

アプリ

PLA-NETJ登録・参照 PLA-NETJ登録・参照

素材情報 製品情報 リサイクル情報

データスペー
ス

生産 生産 廃棄

プラスチックの共通プラットフォーム（協調領域）
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PLA-NETJ

プラスチック循環における各データ共有基盤構想の位置付け

材料製造採掘 部品製造 製品製造 製品販売

製品使用保守･点検

製品回収製品分解材料分離

Catena-X/Manufacturing-X DPP

再生材化

プラスチック情報流通プラットフォーム（PLA-NETJ）の構築

PLA-NETJは、欧州におけるDPPと整合を保った上で、素材起点に製品に使用されるプラスチック材料の持
続可能性に関する情報を提供し、静脈、動脈産業全体の透明性を高める 26



再生材の物性・構造計測、計算およびデータ駆動科学の融合による再生材の品質分析・品質
改善を行い、循環性向上に必要な再生材品質データバンクを構築する。
• 東南アジア等の海外プラを含めた再生材の品質分析・品質改善と再生材データバンクの構築
• ELV規則案への対応に向けた自動車向け再生プラスチックを生み出すモデル（X to Carモデル）の構築

C1-2 東北大学65×22＝1,430件の物性データ（10月末時点）

SIP-CEの主な取り組みの進捗状況：再生材データバンク
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自動車から他分野への展開

建築繊維・繊維
強化プラ

自動車 家電 容器・包装 横断的共通
課題

NEC, 東レ, 
野村総研, 
旭化成, 産総研

NEC,野村総
研,三菱総研,
地球研,国環研,
産総研,東大

三菱電機,
エプソン

東北大エプソン富山環境整備,
アミタ,東レ,
良品計画

東レ,旭化成旭化成

富山環境整
備,アミタ,
良品計画

アミタ,東レ,
良品計画

三井化学,三菱ケミ
カル,石塚化学産業,
相田商会,リファイン
バース,いその,豊田
合成,トヨタ紡織

帝人メニコン NIMS,東北大,
山形大,京大,
東大,メニコン

旭化成

自動車用部品開発で培った再生材品質向上、再生材グレーディング、プラスチック情報流通プラットフォーム等
のノウハウを、家電・容器包装等の他分野に迅速に展開(X to X)するなど相乗効果を図る。

サブ課題A
循環市場の可
視化・ビジネ
ス拡大を支え
るデジタル化
・共通化

サブ課題B
資源循環の拡
大を促す動静
脈・静動脈連携

サブ課題C
循環性向上と
可視化のため
のプラットフ
ォーム整備

X to CarからX to Xへ

競争領域 協調領域
（PLA−NETJ、データバンク、グレーディング、品質向上・・・）
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サーキュラーエコノミーにおける日本の勝ち筋

Carbon Neutral Circular Economy

出典 経済産業省 循環経済ビジョン 報告書

天然資源

• コストのみのアプローチ（CE=コスト高）だと思考停止に陥る
• 素材メーカーから部品・製造メーカーの全てを保有するのが日本の強み
• サプライチェーン上の多数の企業の刷り合わせで培ってきた日本のモノづくり技
術に循環の要素を加えることで、サーキュラーエコノミー（＝循環ビジネス）の
現実解を提示するのが日本の「勝ち筋」

いずれ変わる青枠の事業領域を高度リサイクルで待ち伏せ 35
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